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第１章 計画策定の背景と計画概要 

１ 計画策定の趣旨                                  

 

武蔵野市民社会福祉協議会（以下、市民社協という）では令和２年に初めての発展強化計画（以

下、第1次計画という）を策定し、前年度に策定された第4次武蔵野市民地域福祉活動計画を推進す

るため、様々な事業展開を図ってきましたが、この時期は新型コロナウイルスの感染拡大の時期と

重なり、地域福祉活動も大きな影響を受けるとともに、社会的孤立や生活困窮の拡大という新たな

課題への対応が求められました。 

このような地域社会の大きな変化の中、令和７年４月には第5次武蔵野市民地域福祉活動計画

（以下、第5次活動計画）が策定されましたが、この計画においては「地域の情報、福祉の情報が

必要な人に届く」と「つながりたい時につながることができ、孤立する人がいない」という２つの

目標が設定され、この目標を達成するために市民社協や市民、行政、関係機関それぞれに期待され

る取り組みが掲げられました。 

また、市民社協はこの春、新社屋「ささえーるむさしの」（以下、新社屋という）での事業開始

を予定しています。この新社屋は国が目指す地域共生社会の拠点となるよう、地域福祉活動や地域

交流の場、相談支援の場などの機能をこれまで以上に強化しており、市民社協がこれからも地域の

様々な住民活動や福祉活動、武蔵野市や関係機関の取り組みを効果的に結びつける役割を担い、市

民の様々な福祉ニーズにこたえていくことが求められています。 

そこで、令和7年度で計画期間が終了する第1次計画の進捗状況及び上記の第5次活動計画を踏ま

え、今後の地域福祉推進の方向性やその実現のための組織運営や事業展開を示すため、第2次武蔵

野市民社会福祉協議会発展強化計画を策定します。 

 
 

２ 計画の概要                                    

 

本計画は、令和８年度から令和13年度までの６年間を計画期間とするもので、第５次活動計画

で取り上げられた昨今の課題「地域の情報や福祉の情報を必要な人にどう届けるか」「今の時代に

合った地域のつながりをどのようにつくるか」に対して、市民社協の基本理念「みんなが主役 さ

さえあいのまちづくりをめざして」の考え方と上記課題に対応した２つの基本目標を踏まえ、今後

６年間の事業運営・組織運営の方針を明確にし、その実現に向けた組織、事業、財務等に関する施

策とその具体的な取り組みを示したものです。 

計画の策定にあたっては、第1次計画の事業運営方針および組織運営方針６項目に定める12の

重点施策の進捗状況について、個別事業ごとに職員による現状評価を行いました。さらに、第５

次活動計画において市民社協の取り組み課題として掲げられている「情報発信」「つながりづく

り」をベースに、職員が今後取組むべきと捉える「相談支援」「市民啓発・福祉教育」「財政」
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「人材」という４つのテーマの職員ワーキングチームを立ち上げ、今後６年間に進める施策・具

体的な取り組みについての検討を進めてきました。 

次章では事業運営方針および組織運営方針４項目に10個施策を定めています。これらの施策 

を進めていくことで、第５次活動計画において「市民社協が推進していくことが求められる取り 

組み」を重点的に進めていくとともに、住民や地域で社会福祉に関する活動を行っている人や公 

共機関・専門機関それぞれの主体に期待されている取り組みも進んでいくよう、各主体と一緒に 

取り組みを進めていきます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市長期計画・調整計画 

他
分
野
の
各
計
画 

第5次武蔵野市民地域福祉活動計画 

武蔵野市民社会福祉協議会第2次発展強化計画 

武蔵野市 

市民 

市民社協 

関係機関 

市民社協 

計画関係イメージ図 

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

障害者計画 

障害者福祉計画 

障害児福祉計画 

健康推進計画 

食育推進計画 

自殺総合対策計画 

 

国民健康保険データヘルス計画 

特定健康診査等実施計画 

地域福祉計画 

成年後見制度利用促進基本計画 

再犯防止推進計画 

健康福祉総合計画 
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３ 計画期間                                     

 

発展強化計画の期間は、令和８ 年度から令和 13年度までの６年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の推進と振り返り                               

 

本計画は、年度ごとに作成する「法人全体の事業計画」及び、事業毎に作成する「事業計画・予

算作成シート」に沿って推進していきます。 

また、第５次活動計画の推進を目的として令和７年度に設置した「第５次武蔵野市民地域福祉活動

計画推進委員会」における第５次活動計画の振り返りに合わせ、本計画の振り返りと進捗状況の確認

を一体的に行うことにより、進行管理を図っていきます。 

個別事業の今後の方向性については、予算規模の大きな事業等を優先し、職員による事業評価を行

い、検討を進めます。 

 

 

 

 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 

Ｒ６ R７ R８ R９ R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 
            

第七期 

武蔵野市長期計画 
        

第４期 
武蔵野市健康福祉総合計画 

第５期 
武蔵野市健康福祉総合計画 

            

第６期 
地域福祉計画等 

第７期 
地域福祉計画等 

             

第４次
計画 

第５次 
武蔵野市民地域福祉活動計画 

第６次 
武蔵野市民地域福祉活動計画 

  

           

第１次 
計画 

第２次 
武蔵野市民社会福祉協議会 

発展強化計画 

第３次 
武蔵野市民社会福祉協議会 

発展強化計画 
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第２章 基本理念、基本目標及び基本方針 

１ 基本理念                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の基本理念は、市民社協及び第５次活動計画の基本理念と共通するものとして定め、

「住民同士のささえあいにより、誰もが安心して暮らせるまちづくり」を推進します。 

今誰かの支援や近所とのつながりを必要としていない方にとっては、「ささえあう」関係は馴

染みにくいことかもしれません。しかしながら、もし自分が支援やつながりを必要としたときに、

助けになってくれる人が思い浮かぶでしょうか。市民社協では、それぞれ異なるライフスタイル

を持って同じ地域で暮らす市民の誰もが、同じまちに住む誰かを理解し、自分にできることでさ

さえあい、安心して住み続けられるまちづくりを目指しています。 

武蔵野市で暮らす市民一人ひとりが、地域活動に関心を持ち、ささえあいのまちづくりに主体

的に参加できる仕組みづくりを進めていきます。 

 

２ 基本目標                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の基本目標は第5次活動計画の基本目標を踏まえ、以下の２つの目標を設定しました。これら

の目標を達成するために次ページの事業運営方針、組織運営方針基づいた施策を実施します。 

 

【  基 本  目  標 】 

１ 地域の情報、福祉の情報を必要な人に届ける 

２ 孤立を防ぎ、市民同士のつながりをひろげる 

【 基 本 理 念 】 

「みんなが主役 ささえあいのまちづくりをめざして」 
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３ 基本方針                                     

 

 事 業 運 営 方 針  

～地域参加を応援する事業の発展強化～ 

 

１ 地域の情報、福祉の情報を必要な人に届け、市民と一緒にささえあいの気持ちを育てます 

 施策（１） 地域の活動に参加しやすい、福祉の支援につながりやすい情報発信 

 施策（２） 地域で市民同士や企業等、様々な主体がつながる取り組みの推進 

 

２ 地域のニーズに対して、市民社協全体で取組みます 

 施策（１） 新社屋を活用した地域づくり 

 施策（２） 困りごとを気軽に相談できる機会や機能の充実 

 施策（３） 地域社協に対する支援体制の在り方の見直し 

 

 

 組 織 運 営 方 針  

～社会ニーズに応えるサービスを安定して提供していくために必要な組織経営基盤の強化～ 

 

３ 地域活動を支えるため、多様な財源確保に向けた取り組みを進めます 

 施策（１） 市民社協が受ける寄付金に関するPRの強化 

 施策（２） 協力店舗及び企業の増強 

 施策（３） 会員制度（特別賛助会員の特典等）の検討 

 施策（４） 収益事業の拡大 

 

４ 新たな福祉課題に対応するため、職員の資質向上及び組織体制の強化を図ります 

 施策（１） 人材育成計画の策定 
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第３章 各施策の具体的な取り組み 

１ 地域の情報、福祉の情報を必要な人に届け、市民と一緒にささえあいの気持ちを育てます      

（１）地域の活動に参加しやすい、福祉の支援につながりやすい情報発信 

・第１次市民社協発展強化計画に基づき、市民社協では広報媒体の拡大や地域団体の情報発信の支援

に取組んできました。しかしながら、高齢者・障がい者・外国人等、情報を集めたり活用すること

が難しい人にはまだ情報が十分に伝わっていないため、内容をよく知らない人にも地域の情報、福

祉の情報が行き渡るよう十分に配慮した情報発信のあり方が求められています。 

・市民社協や地域団体から、チラシやSNS等様々な媒体で地域の情報を発信してきましたが、地域で

活動する担い手は安定しておらず、第5次活動計画では、引き続き一緒に活動する仲間を増やすこ

とが課題として挙がっています。 

・これまでも市内の小学校や図書館等の事業所を対象に福祉学習に取組んできましたが、より多くの

市民に対して、支援や配慮が必要な人の理解を深め、支え合う福祉の大切さを伝えていく必要があ

ります。 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶地域の情報、福祉の情報を必要としている人に適切な発信方法や表現で伝えます。 

▶住民と地域団体のつながりを強める情報発信を推進します。 

▶誰もが必要な福祉情報にアクセスできる環境を目指します。 

▶市民の福祉に対する関心を高める福祉学習を推進します。 

［具体的な取り組み］ 

●SNSを活用した発信を促進するとともに、SNSが不慣れな人や苦手な人が使い方を学ぶこと

のできる機会を提供します。 

●やさしい日本語等わかりやすい表現や活動の魅力が伝わる情報の視点を大切に、広報を見直

します。 

●地域団体が行う広報の発信方法の見直しや新しい広報手段の習得を支援します。 

●地域活動に参加している人や市内の事業所と連携して、支援が必要な人に適切な福祉情報を

届けます。 

●様々な世代の市民が地域活動や福祉活動を知ったり、活動に参加したりするきっかけとなる

ような福祉学習プログラムに取組みます。 

●地域の学校と連携して、自分が住む地域や福祉の活動の理解を進める福祉学習プログラムの

充実に取組みます。 



7 
 

（２）地域で市民同士や企業等、様々な主体がつながる取り組みの推進 

・第５次活動計画策定の際、市民が地域活動への参加のきっかけや理由として、「楽しいから参加し

ている」「短時間で良いなら参加できる」等、気軽さや楽しさを重視する人もいるのではないかと

いう意見がありました。地域活動への参加を促進するため、「楽しさ」「気軽さ」「参加できる時

間設定」等、まだ活動に参加していない人が参加しやすい条件に基づいた活動の見直しが必要です。 

・事業所や企業は「社会的責任（CSR）」の考え方に基づき社会貢献に取組むところが増えてきまし

た。社会貢献を考える事業所や企業と地域活動をつなぐため、あらゆる視点からのアプローチが必

要です。 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶地域で自然に顔がつながる場、憩いの場づくりを進めます。 

▶「気軽さ」「楽しさ」を大切にし、地域活動への市民の参加を促進します。 

▶使途が寄付者（市民や事業所、企業等）に見えやすい寄付の仕組みを進めます。 

▶地域活動への関心を高めるため、募金運動への参加協力を促進します。 

▶まちの様々な事業所、企業等と連携し、困っている人が福祉の情報につながるしくみづくり

を進めます。 

［具体的な取り組み］ 

●仕事や学校、子育てや介護等、様々な事情で地域活動への参加が難しい人でも、隙間時間や

生活の延長で気軽に参加できる活動を増やします。 

●つながりづくりや防災、募金運動等、地域でこれまでも大切にされてきた活動にまだ参加し

ていない人も参加しやすい条件（楽しさ、気軽さ、参加できる時間設定等）がプラスできな

いかを検討します。 

●地域団体が進める地域で自然につながる場づくりの運営支援に取組みます。 

●市民社協や地域と接点が少ない個人、事業所、企業等に対して、地域活動への理解や参加を

促進するよう市民社協の事業や地域団体の活動の周知に取組みます。 

●募金に協力した人が、募金の配分を受けている施設や団体を見学できる仕組みを検討しま

す。 
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２ 地域のニーズに対して、市民社協全体で取組みます             

（１）新社屋を活用した地域づくり 

・令和５年９月まで執務を行っていた旧社屋は、地域団体やボランティア団体が会議や行事等を実施

するために利用したり、交流するスペースがなかったり、センシティブな相談を受けるための相談

室の数が不足している等、地域福祉活動の推進や相談支援を行うための機能が十分ではありません

でした。 

・市民社協では「8050問題」や地域のつながりの希薄化等、多様化、複雑化する地域社会の課題の

解決を目指して、公益財団法人武蔵野市福祉公社（以下「福祉公社」）と共に、「武蔵野市におけ

る地域共生社会推進拠点」の実現を目指し、令和８年５月より新社屋「ささえーるむさしの」での

事業を開始しました。 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶地域社協やボランティア団体等の交流や活動を支援する地域福祉活動の拠点の実現を目指しま

す。 

▶福祉公社と共に市民の困りごとに寄り添う相談支援の拠点の実現を目指します。 

▶市民が集い、交流するきっかけとなるような地域の交流拠点の実現を目指します。 

▶平常時から備えを徹底し、発災時には地域の災害支援拠点として機能することを目指します。 

 

［具体的な取り組み］ 

●地域社協やボランティア団体等に「コミュニティルーム」の貸出を行います。 

●地域社協やボランティア団体等が使用できるロッカーやメールボックスを設置するほか、打合

せや軽作業ができる「コミュニティコーナー」を開放します。 

●困りごとに応じて適切に対応できる窓口として、市民に広く周知します（気軽に相談できるカ

ウンター、相談者のプライバシーに配慮した相談室を複数配置等）。 

●簡単な打合せや休憩等、市民が自由に利用できる「ふらっとテラス」を開放し、市民の交流の

機会となるイベント等を開催します。 

●大規模災害等発生時の被災者等支援のため、災害ボランティアセンターの後方支援拠点として

活用するとともに、帰宅困難者等に対しての一時的な施設の開放や物資の提供を行います。 
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（２）困りごとを気軽に相談できる機会や機能の充実 

・市民社協では、実施する事業に当てはまらない相談を受ける「市民の困りごと対応」担当職員を配

置し、地域担当職員と連携して、市内のお店や施設などで相談を受ける出張相談会「ちょこっと出

先で生活相談」を令和６年１月から実施しています(実績：実施会場16カ所、延べ計30回※令和８

年３月末時点)。しかし、１回あたりの相談者数は０～２名程度と少ない状況が続いています。 

・ボランティアセンター武蔵野では制度やサービスでの解決が難しい生活上の困りごとをボランティ

アが支援する仕組み「ねこの手ボランティア事業」を令和４年度から実施しています（実績：令和

７年３月時点 計62件）。 

・多様化・複雑化する生活課題の解決に向けて、各職員の相談技術の向上と他の関係団体との連携が

より重要となります。 

 

 
 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶市民の困りごとに対し、専門機関や地域の個人や団体と連携し、適切な社会資源につなぎま

す。  

▶全職員が係を超えた連携によって市民の困りごとに対応できる「総合力」を高め、あわせて

個々の相談技術のスキルアップを図ります。 

 

［具体的な取り組み］ 

●「市民の困りごと対応」では、今後も福祉総合相談窓口、在宅介護・地域包括支援センター

などの相談窓口、市民や地域団体などのインフォーマルな資源などと連携し、市民に対して

必要だと考えられる福祉サービスや関係機関などへ迅速かつ的確につなげられるように努め

ていきます。 

●出張相談会「身近な場所で困りごと相談会(旧：ちょこっと出先で生活相談)」では、市報や

SNSだけでなく、民生委員や地域社協、ボランティア団体への周知を徹底し、つながりがな

く孤立している人を地域につなげられるように努めます。 

●地域のイベントや会議などに出向いた際に、地域で困っている人や気になる人がいないか働

きかけを行います。 

●市民社協職員間の事業理解や相談スキル向上を目的とした事例報告会を実施します。 

●市民社協と同一の事業を実施している近隣の社協担当者同士の情報交換の場を設け、事業運

営の向上や連携強化を図ります。 
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（３）地域社協に対する支援体制の在り方の見直し 

・市民の主体性に基づく地域社協の活動は、平成７年の発足から30年が経過しました。現在に至る約

30年間で、さまざまな地域課題に向き合ってきた結果、活動が増えたり、一部の活動が分化して別

の団体ができたり、外部から任される役割が増えたりと状況が変わってきています。 

・一部の地域では、担い手不足等の理由から活動の継続が難しくなり、休会状態となる地域社協も出

てきています。 

・市民社協では、地域担当を配置して発足当初から各地域社協の活動支援を続けてきていますが、地

域社協が抱える担い手不足等の課題に対して効果的な解決策を見出せていません。 

・令和７年２月に行った地域社協運営委員向けアンケート調査において、現役役員のなかで、事務や

個人情報の管理で負担を感じる声が多数ありました。 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶自らのまちの生活課題に対して、市民が主体的に取り組むために地域社協を支援します。 

▶これからも地域社協と共に地域のつながりづくりや助け合える関係づくりを目指します。 

▶地域社協を休会している地域では、今後活動する市民が自ら取組みたいと思う地域社協のあ

り方を考えていきます。 

▶多様な世代が地域社協をはじめとする地域活動を知る機会を進めます。 

▶地域担当職員の支援力の向上を目指します。 

［具体的な取り組み］ 

●これからも地域担当職員が地域社協の会合等に出向き、相談対応等から見えた地域課題や市

の動向等を共有します。 

●地域社協が地域の課題解決や新しい活動に取組む際に、他の市民団体や事業所、企業等との

橋渡しを担えるよう、地域担当職員のネットワークを広げます。 

●これまで地域で根付いてきた地域活動の参加者のすそ野を広げるため、活動に関する負担軽

減や発信方法、活動の見直しを支援します。 

●「楽しさ」や「近所と知り合える」ことを目的とした地域活動も積極的に支援します。 

●地域社協が休会している地域にも引き続き地域担当を配置し、地域活動に取り組む市民・団

体同士が情報交換できる場を開催します。 

●多様な世代が地域活動を知る機会をつくり、活動への参加や新たな活動を立ち上げるきっか

けづくりと支援を進めます。 

●他地域の社協や学識経験者から実践事例についての情報収集を日常的に行い、地域担当職員

の支援力を磨きます。 
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３ 地域活動を支えるため、多様な財源確保に向けた取り組みを進めます   

（１）市民社協が受ける寄付金に関するPRの強化 

・令和２年度から６年度までの一般寄付、使途を指定した寄付の寄付金総額（高額寄付除く）の平均

値は約3,000,000円でした。この額は、資金収支計算書（事業活動による収支）の収入合計に占め

る割合では各年度とも２％以下となっています。 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶市民社協が受ける寄付金の使途について、PRの強化を図ります。 

▶市民が気軽にできる新たな寄付の方法について検討します。 

▶財源の確保への取組は、市民社協全職員で行います。 

［具体的な取り組み］ 

●広報紙やホームページへの掲載等全市的なPRと併せて、地域社協、老人クラブ、レモ

ンキャブ利用者等、日頃からつながりのある方へ直接説明に伺い、遺贈や企業の地域

貢献等による寄付等、市民社協への寄付に関するPRを実施します。 

●寄付金や物品寄付等、寄付に関する広報物を整理し、市民に案内できるパッケージを

作成し、すべての職員が説明できるようにします。 

●寄付金がどのように地域福祉に活かされているかを分かりやすく発信し、その使途の

明確性を高めることで、寄付への理解促進に取り組みます。 

●市民が気軽に寄付できる「寄付付き商品」などの取組みを検討します。 

●会員募集や寄付は市民からの要望に応じて説明するだけでなく、職員自ら意識的にPR

に努めるよう強化月間を設定します。 
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（２）協力店舗及び企業の増強 

・第１次計画で掲げた「会員や寄付金等の拡大」に基づき、令和４年度より社協会員の特典として、

市内の店舗、企業、事業所の協力のもと、会員優待サービス券を発行しています。令和６年度は、

協力店舗12カ所の優待サービス券の使用枚数が145件に上るなど、当初から少しずつ使用実績が増

えているため、今後も継続して店舗等に協力を呼びかけます。 

・令和６年度より市内郵便局に募金箱を設置し、赤い羽根共同募金・歳末たすけあい運動に協力いた

だいています。このほか、自動販売機の設置等さまざまな方法で市内の店舗、企業、事業所等に協

力いただいています。市民に幅広い方法で寄付していただけるよう、今後もさまざまな店舗等へ協

力を呼びかけていく必要があります。 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶市内の店舗や企業等へ市民社協が地域貢献を提案できる事業の整理を行い、協力店舗

の拡大に努めます。 

［具体的な取り組み］ 

●店舗等から社会貢献の相談等をいただいた際に、市民社協が提案できる事業（会員優

待サービス、募金箱・自動販売機の設置、広告掲載、寄付付き商品等）を整理して、

相手が協力しやすい内容を提案します。 

●協力店舗拡大のため、既存の事業で関りのある店舗や団体だけでなく、市内の商店街

や企業等に積極的に呼びかけを行っていきます。 
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（３）会員数増強の方策の検討 

・会員の高齢化、社会状況の変化に伴う意識の変化等のさまざまな要因により、会員の総数が減少し

ています。令和３年度より郵便局での会費支払いを導入、令和５年度にはクレジットカード決済

（シンカブル）による会費納入方法を実施する等、会費の払いやすさに関する見直しを行いました

が、平成23年度（個人会員2,629名、団体会員116団体、特別賛助会員78名）と比べ、令和６年度

時点で特別賛助会員は82名と若干増加し、団体会員（100団体）は若干の減少に留まっているもの

の、個人会員（1,597名）は著しく減少しています。 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶市民社協の理念や事業に賛同する個人・企業等を増やします。 

 ▶会員継続・新規会員獲得のため、会員募集のPRの強化を図ります。 

▶会員特典の充実化を目指します。 

［具体的な取り組み］ 

●地域社協、老人クラブ、レモンキャブ利用者等、日頃からつながりのある方に対し、市

民社協の事業について説明の機会を設けるとともに会員募集のPRを実施します。 

●日常生活に活かせるような特典内容の見直し及び改善に取り組んでいきます。 

●特別賛助会員の増加を図るため、市内企業に対して働きかけを行っていきます。 
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（４）収益事業の拡大 

・自主財源（会員会費、寄付金及び募金）が減少傾向にあり、地域ニーズに沿った市民の自主的な地

域福祉活動を支える財源が不足しています。 

・市民社協の収益事業である自動販売機運営事業の令和６年度の事業収入は3,437,065円で、社会福

祉事業を運営する貴重な財源となっています（設置台数合計：23台）。これらの自主財源の増加を

目指すために収益事業の拡大を含めて検討が必要です。 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶自動販売機運営事業の収益増加のため、設置協力店舗の利用者層のニーズに合わせた

ものを提供できるように努めます。 

▶収益事業をきっかけとして市民社協について知ってもらえるような働きかけを行いま

す。 

［具体的な取り組み］ 

●従来の飲料水に限らず、スナック菓子やアイスクリーム等の食べ物、写真機やカプセ

ルトイ等、取り扱う自動販売機の種類について検討します。 

●新社屋に設置する自動販売機は人気商品のリサーチを行い、商品の購入だけでなく、

新社屋に足を運んでもらうきっかけづくりとなる仕組みを検討します。 
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４ 新たな福祉課題に対応するため、職員の資質向上及び組織体制の強化を図ります 

（１）人材育成計画の策定 

・市民社協の基本理念である「みんなが主役 ささえあいのまちづくりをめざして」の実現のため、

職員一人ひとりが、武蔵野市の地域福祉推進に向けて業務に取組んでいます。 

・以前は、事務局長や事務局次長など、市民社協の中核を担う職員は市からの派遣職員が占めていま

したが、現在では組織運営の中核は市民社協固有職員が担っています。今後はさらに、固有職員が

自主性を持って、主体的に諸課題に向き合い、解決に向けて能力を発揮していくことが求められま

す。 

・働き甲斐のある職場環境づくりのためにも、人材に対する価値観を共有し、市民社協として職員に

求める人材像を示す必要があります。 

・職員の育成、定着が重要なことと考え、職員が働きやすい職場環境づくりを推進していきます。そ

のためには、職員一人ひとりの成長と、成長を支える組織が一体となって人材育成に取組むことが

必要です。 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

▶市民社協としての目標を達成するため、組織力の強化、業務効率の向上と共に、職員

一人ひとりが「やりがい」「充実感」を持ちながら働き、いきいきと活躍できること

を目指します。  

▶市民社協においては求められる職員の育成のため、次の３つの基本方針を掲げ、人材

育成に取組みます。 

(１)職員の“個”の育成 

(２)総和による“総合力”の育成 

(３)良好な職場環境の整備 

［具体的な取り組み］ 

 ●上述の取り組み方針を踏まえ、人材育成計画を策定します。 
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【参考資料】 実施事業一覧（R8.4現在） 

 

事 業 名 事   業   内   容 

広報紙発行 広報紙『市民社協だより ふれあい』を年６回発行するほか、ＸやFacebook、

InstagramのＳＮＳやホームページ・YouTube等のＷＥＢ媒体も活用し、幅広い世

代に向けた情報発信を行っています。 
ＷＥＢ媒体による

情報提供 

むさしのＦＭでの

情報発信 

むさしのＦＭ及びむさしのFM市民の会の協力により、「むさしのｔｏｄａｙ」、「聞

いてみよう」の２番組で事業ＰＲを行っています。 

七夕のつどい 
市民社協の会員を対象に、会員同士の交流の場、市民社協および地域社協のＰＲの場

として実施しています。 

福祉学習事業 
高齢者や障がい者、ボランティア活動など、福祉に関する理解を深める学習を地域内

の団体や福祉施設等の協力を得て実施しています。 

チャリティゴルフ 

大会 
自主財源の確保のため、市民や企業、団体の協力により実施しています。 

東日本大震災 

市内避難者支援 

戸別訪問等による実態把握や情報提供を行うほか、避難者支援に取り 

組む市民団体の活動に参加・協力しています。 

広告事業 自主財源の確保のため、広報紙やホームページに企業等の広告を掲載しています。 

第５次地域福祉活動

計画推進委員会 

第５次地域福祉活動計画の進捗状況の確認や、計画の推進状況の振り返りを目的とし

た委員会を開催しています。 

第２次市民社協発展

強化計画の策定 

第５次地域福祉活動計画の推進のため、令和８～13年度の６年間に市民社協が行う

べき取組等に関する計画を策定しています。（本計画） 

武蔵野市社会福祉法

人連絡会議 

市内の社会福祉法人により組織され、武蔵野市における社会福祉法人による地域公益

活動の検討等を行っています。 

市民社協ＰＲ展 
公共施設等を利用して、広く市民に対する市民社協の事業や地域の福祉活動をＰＲす

るパネル展を開催しています。 

武蔵野市福祉公社 

との連携 
福祉公社と様々な事業での事業連携を実施しています。 

武蔵野市老人クラブ

連合会事務局 

武蔵野市老人クラブ連合会（武老連）の運営や活動を支える事務全般を行っていま

す。 

老人クラブ活動 

継続支援業務 

【市からの委託事業】 

単位老人クラブの会計業務などの活動支援を行います。 

車いす貸出事業 一時的に車いすを必要とする方に対し、無料で貸出を行っています。 

物品寄付 
市民からご寄付いただいた使用済切手・インクカートリッジ・不要入れ歯等を換

金し、福祉事業に活用しています。 

武蔵野地区 

配分推せん委員会 

民生児童委員や赤十字奉仕団、地域社協、関係機関等により構成され、市内の地域福

祉の状況を考慮した共同募金の配分を行っています。 

地域福祉活動 

助成事業 

地域福祉活動を推進する団体に対する助成を行っています。 

助成可否や助成額は、武蔵野地区配分推せん委員会で審査を行っています。 

障がい者団体活動 

助成事業 

障がい者や難病等の当事者会や家族会等の障がい者関係団体が行う事業に対し、助成

を行っています。 
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身近な地域における

居場所づくりの 

助成・支援事業 

市内における「居場所づくり」を推進するため、活動費の助成と地域担当職員による

活動支援を実施しています。 

肢体障害者施設助成 

肢体不自由児者を対象とした事業を行う施設等に対して、施設の備品購入や修繕、利

用者のためのレクリエーション・外出プログラム・講習会等への助成を行っていま

す。 

地域社協の活動支援 
市内13の全ての地域社協エリアに、それぞれの地域を担当する職員を配置し、各地

域社協の運営や活動に対する相談支援等を行っています。 

活動費の助成等 
地域社協の活動支援のため活動費助成、ボランティア保険料の一部負担を行っていま

す。 

災害時要援護者 

対策事業への補助 

市の災害時要援護者対策事業の支援団体である地域社協に対し、活動費の助成及び支

援者のボランティア保険料（天災プラン）の補助を行っています。 

地域社協代表者 

連絡会の開催 

地域社協間の情報交換や課題協議、行政等各機関との連絡･調整の場として年６回開

催しています。 

広報紙『ＶＣＭ通

信』の発行 

ボランティア情報やイベント情報、講座開催や実施報告等の情報を掲載し、活動会員

や関係機関、施設、学校等に配布しています。 

地域デビュー 

むさしの 

主にシニア世代を対象として、地域活動参加のきっかけづくりを目的としたイベント

を、プロジェクトメンバーを募り実施しています。 

ボランティア講座 
地域活動やボランティア活動にこれから参加する方を対象とした入門者向け講座やボ

ランティア活動中の方を対象としたスキルアップ講座などを実施しています。 

お仕事サロン 
使用済み切手の整理や、手芸等の手仕事を通したボランティア活動の場として実施し

ています。作成した手芸や編み物作品を販売し、地域福祉に活用しています。 

ボラカフェ 

ＶＣＭのＰＲ及び登録団体(個人)のＰＲや相互交流、つながりづくりの場として、ミ

ニライブ、活動展示、バザー、ボランティア体験型ブースなどを盛り込んだイベント

を実施しています。 

大学間ネットワーク 
市内及び近隣大学のボランティアサークルの交流を目的としたネットワーク活動を支

援しています。 

ボランティアキャン

ペーン「ナツボラ」

「ハルボラ」 

夏休みと春休み期間に、福祉施設・団体でのボランティア活動を体験できるプログラ

ムを実施しています。 

施設・ボランティア

懇談会 

ボランティアが活動しやすい環境づくりの一環として、施設のボランティア担当者を

対象に情報交換や研修などの事業を実施しています。 

災害ボランティアセ

ンターに関する取り

組み 

大規模災害時に設置される「災害ボランティアセンター」が円滑に運営できるよう運

営訓練や研修を市や関連団体と実施しています。 

ボランティア保険 

取扱業務 

ボランティア活動中の事故によるケガや損害賠償を補償する「ボランティア保険」、

行事中のケガや賠償責任を補償する「行事保険」の加入手続きの窓口受付を行ってい

ます。 

ボランティア 

コーディネート 

ボランティアをしたい人とボランティアを必要としている施設・団体などをつなぐコ

ーディネート業務を実施しています。 

ねこの手 

ボランティア 

「誰でも支援できるちょっとした生活上の困りごと」に対してボランティアの紹介を

行っています。 
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次世代人材発掘・ 

育成プロジェクト 
社会人や大学生からなるプロジェクトメンバーにより、次世代の担い手の発掘・育成

を目的とした活動を行っています。 

歳末たすけあい・ 

地域福祉活動募金 

共同募金運動の一環として、地区協力会の参加団体等の協力により、募金活動を実施

しています。募金は、低所得世帯や市内への震災避難者への見舞金のほか、地域福祉

活動事業に配分しています。 

受験生チャレンジ

支援貸付事業 

【市からの委託事業】 

生活に困窮する低所得世帯への学習塾代・受験料の貸付事業を実施しています。 

重度心身障害者 

理容・美容サービス 

事業 

【市からの委託事業】 

障がい者が理容組合加盟店での調髪サービスを受けることができる理容券や、美容店

への支払い額の一部の助成を受けることができる美容券を支給しています。 

高齢者訪問理容・ 

美容サービス事業 

【市からの委託事業】 

在宅で外出が困難な状態の高齢者が出張調髪サービスを受けることができる理容券・

美容券を支給しています。 

移送サービス（レモ

ンキャブ）事業 

【市からの委託事業】 

地域住民である運行協力員により福祉型軽自動車（レモンキャブ）を運行し、 

公共交通機関の利用が困難な高齢者や障がい者の移送サービスを実施しています。 

テンミリオンハウス   

起業・運営支援事業 

【市からの委託事業】 

テンミリオンハウス事業の起業及び既存７施設の事業の円滑な運営ができるよう運営

団体の支援や運営団体代表者会議・研修会等を行っています。 

ボランティア育成事

業・心のバリアフリ

ー啓発事業 

【市からの委託事業】 

手話・点訳などの障がい者を支援するボランティアの育成事業及び障がい者理解を深

めることを目的とした講座「心のバリアフリー啓発事業」を実施しています。 

シニア支え合い 

ポイント事業 

【市からの委託事業】 

高齢者の介護予防や健康寿命の延伸、社会参加・社会貢献活動への参加促進を目的

に、一定要件を満たした活動への参加に対してポイントを付与し、貯まったポイント

を寄付やギフト券等の形で還元しています。 

子どもの支援に係る

地域連携強化事業 

【市からの委託事業】 

子ども・コミュニティ食堂や子どもの学習・生活支援事業を行う団体に対して、 

新規開設や運営支援に関する相談対応のほか、実施団体の連絡会や研修会の開催、助

成事業などの支援を行っています。 

生活福祉資金 

貸付事業 

【東京都社会福祉協議会からの委託事業】 

低所得世帯・障がい者世帯・高齢者世帯及び離職者等の経済的自立支援のための貸付

制度「生活福祉資金貸付事業」の貸付事務を行っています。 

生活資金貸付事業 低所得世帯の自立更生を図るため、無利子で生活資金の貸付を行っています。 

入学資金貸付事業 
低所得世帯の福祉増進を図るため、高校・大学等への入学に必要な入学資金を無利子

で貸付を行っています。 

自動販売機 

設置運営事業 公的施設等に設置した自動販売機の販売手数料を福祉事業に活用しています。 
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財務状況 

（１）事業活動による収支の状況（資金収支計算書）            （単位：千円） 

勘定科目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

事業活動収入計(1) 205,651 198,340 203,390 205,005 268,495 

会費収入 3,233 3,129 2,909 2,758 2,824 

寄付金収入 3,699 3,906 6,092 2,940 22,802 

経常経費補助金収入 98,428 82,070 88,450 89,885 129,208 

受託金収入 83,849 90,862 86,924 88,847 89,993 

事業収入 14,865 15,816 16,941 17,653 21,381 

その他の収入 1,009 2,038 1,839 2,269 1,745 

事業活動支出計(2) 201,127 191,951 196,431 209,684 279,317 

事業活動収支差額(3)=(1)-(2) 4,525 6,389 6,959 ▲4,679 ▲10,822 

・資金収支計算書の事業活動収入に占める「経常経費補助金収入」及び「受託金収入」の割合は、

過去5年間の平均で86.2％となっています。 

・「事業収入」は、ほぼ移送サービス事業の利用料と年会費による収入となっており、運行協力

員への謝礼金や利用者への請求書発送の通信費とで収入額を上回る支出額となっています。 

・「その他の収入」は、チャリティゴルフ大会収益や不要入れ歯・インクカートリッジの換金収

入、実習生受入等の謝礼、お仕事サロンの売上金、V保険事務取扱管理費などによる収入です。 

 

（２）社会福祉協議会財務分析計算シートによる財務指標 

視点 指標名 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

財 

務 

指 

標 

収益性 
サービス活動増減差額率 -0.6% -0.3% 0.0% -6.4% -4.7% 

経常増減差額率 -0.6% -0.3% 0.0% -6.4% -4.7% 

安定性 

・ 

持続性 

短期安定性 流動比率 121.7% 127.0% 146.8% 166.9% 191.8% 

長期持続性 固定長期適合率 98.9% 98.3% 97.1% 95.0% 92.8% 

資金繰り 現預金回転期間 1.56か月 2.20か月 2.50か月 3.53か月 2.91か月 

合理性 費用 

人件費比率 60.1% 57.5% 58.1% 60.2% 48.1% 

事業費比率 29.3% 31.2% 29.9% 30.2% 26.0% 

事務費比率 6.5% 6.6% 6.5% 9.3% 24.5% 

経営自立性 自己収益比率 11.1% 12.6% 13.7% 12.6% 18.2% 

・収益性：「サービス活動増減差額率」と「計上増減差額率」はマイナスの場合、赤字が発生し

ていることを意味しています。５年度以降マイナスが大きくなっているのは、社屋改築事業に

関連した事務費支出が大きくなったことが主な要因であると考えられます。 
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・安定性・持続性：「短期安定性／流動比率」は値が高いほど短期的な支払い能力が高いことを

示し、値が100％を下回るときは短期支払義務に対する支払能力が不足していることを示して

います。「長期持続性／固定長期適合率」は、固定資産整備の資金調達バランスを示し、

100％以下で値が低いほど長期持続性が高いことを意味しています。「資金繰り／現預金回転 

期間」は値が大きいほど手許現金預金に余裕があることを示し、２か月以上あることが望まし

いとされています。これらの指標から「安定性・持続性」においては、数値的にも大きな問題

はないと考えられます。 

・合理性：サービス活動収益に占める各費用の割合を示したものです。５年度以降において「事

務費比率」が高くなっているのは、社屋改築工事に伴い業務委託費及び賃借料が増額となった

ことが主な要因です。 

・経営自立性：補助金や受託金に依存せずに経営しているかを示す値で、値が高いほど経営自立

性が高いことを意味します。 

・これらの指標からは、補助金や受託金への依存度は高く、収益性が低いことがわかります。一

方で本会の実施する事業は、サービスの対価としての利用料等を徴収することが馴染まないも

のが多く、収益性を求めることが困難な状況にあります。 

 

（３）会員及び会費の状況 

①会員数                          （単位：件） 

会員区分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

個人会員 1,930 1,843 1,746 1,640 1,597 

団体会員 117 111 107 105 100 

特別賛助会員 77 78 70 72 82 

計 2,124 2,032 1,923 1,817 1,779 

②会費収入                         （単位：円） 

会員区分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

個人会費 1,877,000 1,809,110 1,622,003 1,523,058 1,518,100 

団体会費 545,000 500,000 497,000 455,000 396,000 

特別賛助会費 811,000 820,000 790,000 780,000 910,000 

合計 3,233,000 3,129,110 2,909,003 2,758,058 2,824,100 

・過去５年間の会員数推移では、令和２年度に前年比で会員数が増加しましたが、それ以降は毎

年、平均80名以上の会員減少が続いています。 

・同様に過去５年間では、団体会員は17件の減少、特別賛助会員は５件の増加となっていますが、

個人会員は333件の減少と大幅な減少となっています。このことは個人会員の多くが高齢者で
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あり、施設入所などによる退会者数が新規入会者数を上回る状況が続いているためと推察して

います。 

 

（４）寄付金の状況                             （単位：円） 

  ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

一般寄付金 2,706,329  3,333,136  2,141,934  2,363,913  22,208,260  

指定寄付金 993,015  573,000  3,950,000  576,000  594,000  

①合計 3,699,344  3,906,136  6,091,934  2,939,913  22,802,260  

②うち 100万円以上の寄付 0  1,000,000  3,000,000  0  20,000,000  

①－② 3,699,344  2,906,136  3,091,934  2,939,913  2,802,260  

・１件あたり100万円以上の寄付を除くと、１年度あたりの寄付金収入は平均で約300万円程度

となっています。 

・令和２年度は、コロナ禍において実施された国民１人あたり10万円の特別定額給付金を、本会

へ寄付いただける方が数名いたことなどにより、寄付金収入がそれ以降の年度より多くなって

います。 

 

（５）社会福祉基金の状況                          （単位：円） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

社会福祉基金残高 129,328,609 129,501,347 127,539,653 127,577,959 104,439,559 

前年比 ▲1,499,568 172,738 ▲1,961,694 38,306 ▲23,138,400 

・６年度末の社会福祉基金の残高のうち、約7,000万円は「肢体不自由児のために」との寄付金

を積み立てたもので、令和６年度から「肢体不自由児育成支援金支給事業」と「肢体障害者施

設助成事業」の財源として活用しています。 

・単年度予算収支の不足分へ充当するため、２年度には150万円の取り崩しを行いました。同様

の理由での基金取崩をそれ以前の年度では、平成30年度に630万円、令和元年度に513万円を

取り崩しています。 

・４年度は肢体不自由児のための事業実施のため200万円を、６年度は社屋改築中の仮社屋関連

経費支払いなどのため約2,300万円の取り崩しを行いました。 

 

（６）財源の現状と今後に向けて 

・市からの補助金は、「①運営費補助金（人件費や事務所維持管理費など）」のほか、「②災害

時要援護者対策事業補助金（地域社協への事業助成）」、「③地域福祉ファシリテーター養成

講座補助金」、「④生活困窮者支援等補助金」の各事業に対する補助を受けています。 
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・市からの９つの受託事業においても、各事業において人件費を計上しており、人件費について

は補助金と受託金で賄っている状況です。 

・事業費は上述した事業以外の多くは、会費や寄付、歳末たすけあい事業配分金、自動販売機売

上手数料等の本会の限られた収入により賄っています。 

・新事務所の維持管理費については市からの補助を受けています。改築前と社協事務スペースの

広さはさほど変わりませんが、地域福祉活動の推進や地域の交流拠点としてのスペースが広が

るため、今後は維持管理に係る費用の増加も見込まれます。地域福祉の重要性が高まる中、社

会福祉法に地域福祉推進の中核役と規定されている社会福祉協議会が安定した事業運営を行っ

ていくには、収益性のある事業展開の難しい組織特性から鑑みて、引き続き市からの支援は不

可欠と考えます。 

・一方で、市からの支援だけに頼ることなく、地域福祉推進のために必要な事業を実施するため

にも、自主財源の確保に取組むことは必要です。そのために、「基本方針３ 地域活動を支え

るため、多様な財源確保に向けた取り組みを進めます」に掲げた施策に取組んでいきます。 

 


